令和３年度　事前評価点検表（内部評価）
１ 事業概要
	事業名
	大阪府立修徳学院環境改善事業

	担当部署
	福祉部子ども室家庭支援課　　連絡先06-6941-0351　内線2435

	事業箇所
	柏原市大字高井田８０９－１

	事業目的
	堺市からの要請を受け、府立の児童自立支援施設での事務受託継続の可能性について検討を行い、堺市と費用面及び運用面にかかる合意書を締結した。これに伴い、受託継続に必要なハード整備（必要な新寮舎２寮）を実施する。

	事業内容
	新寮舎の建設事業
・男子寮１棟　鉄骨造　２F建　２８０㎡程度　児童定員１０名
・女子寮１棟　鉄骨造　平屋建　２８０㎡程度　児童定員１０名

	事業費
	全体事業費：約３．１億円〔国：０．２億円、堺市負担金：２．９億円〕
（内訳）設計費　　約０．２億円

　　　　　工事費　　約２．９億円

	
	【事業費の積算根拠】

建築部公共建築室の技術査定書
	【工事費の内訳】

建築工事　　　１．８億円
電気設備工事　０．５億円
衛生設備工事　０．４億円
空調設備工事　０．２億円

	事業費の変動要因
	概算額のため実施設計等により変動する可能性がある。

	維持管理費
	１０７万円／年（光熱水費：１０４万円、その他：３万円）×２棟＝２１４万円

	関連事業
	なし


２ 事業の必要性等に関する視点
	上位計画等に

おける位置付け
	令和２年３月に策定した「第３次大阪府社会的養育体制整備計画」(計画期間：令和２年度～令和６年度)の基本理念である「あらゆる子どもが権利の主体として尊重され、社会的養育におけるすべての主体が子どもの最善の利益を追求することで、子どもがぬくもりの中で育ち、自立できる社会の実現」に基づき、個々の状態に応じた効果的な指導・支援が可能な体制を目指し、計画的に施設整備を行うよう位置づけている。

	優先度
	　堺市と令和３年１月２１日付け締結した合意書に基づき、令和６年度から新寮舎を運営する必要があり、スケジュールを考慮した結果、優先度は高い。

	事業を巡る
社会経済情勢等
	大阪府の児童虐待相談対応件数は年々増加しており、令和２年度には１６,０５５件となり、全国では東京に次いで虐待相談対応件数が多い自治体である。そのような中、当該施設においては、不良行為をなし、又はなすおそれのある児童及び家庭環境その他の環境上の理由により生活指導等を要する児童が入所しており、児童の背景として虐待を受けているものが多数入所している。

	地元の協力体制等
	　　地元の柏原市については、併設している柏原市立桜坂小中学校の運営を行っていただいており、本施設と連携して、児童の支援をしている。

	事業の投資効果
	本施設は児童福祉施設であり、投資効果という概念はない。

	事業効果の

定性的分析

（安全・安心、活力、
快適性等の有効性）
	【効果項目】
　堺市から地方自治法に基づく事務を受託することにより、支援が必要な堺市児童に十分支援が届き、児童を安全で安心して受入れることができる。
【受益者】
　堺市


３ 事業の進捗の見込みの視点
	事業段階ごとの

進捗予定と効果
	令和４年度：実施設計
令和５年度：建設工事

	完成予定年度
	令和５年度


４ コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点
	代替手法との

比較検討
	児童福祉法上、政令市に児童自立支援施設の設置が義務付けされていることから、堺市が堺市内に児童自立支援施設を建設し運営することが考えられるが、堺市の判断により、府に委託することになった。


５ 特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	特になし

	その他特記事項
	－


６ 評価結果
	評価結果
	○事業実施
＜判断の理由＞

　大阪府内の支援が必要な児童に十分支援を届けるため、事業の必要性及び堺市と締結した合意書に基づき、着実に事業を実施する。


